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昭 和 43 年 5 月 23 日
学 位 規 則 第 5粂 第 2項 該 当
農業共同経営の財務会計に関する研究
(主 査)
論文調査委員 教 授 桑 原 正 信 教 授 貝 原 基 介 教 授 神 崎 博 愛
論 文 内 容 の 要 旨
本論文は, 自由を基預とした経済制度の下で, 継続的に有機的生産を営む農業経営が, 従来の個別的な
家族経営と異なり, 共同経営として運営されている場合, その財務会計について研究したものである｡
著者は, わが国において, 昭和35年以降急激に増加した農業共同経営について, 個別的農家経済に適用
される農業簿記会計理論と大企業の製造業に適用される企業簿記会計原則とを詳細に対比検討しつつその
財務会計的特質 ･意義ならびにその限界を提示した｡
まず, 農業共同経営の財務会計存立の基盤を明らかにするため, 自由を基調とした経済体制の下で, 共
同経営とは, 構成員が共同的に経営意思を決定する単位経済組織であると規定し, その構成員のもつ意思
を類型的に分類し, 制度的な組織として段階別に検討する｡ そして, 農業共同経営の会計主体は, 複数の
資本主, ならびに経営者的類型に属する構成員の共同意思にあるという会計公準を定立している｡
その基盤の上に, 農業共同経営の勘定組織を明示する｡ つぎに, その本質たる出資会計に論及し, 農業
共同経営が形成された場合には, 個別的家族経営とは異なり, 経営と家計とが分離し, 出資金勘定の設定
が心要となり, その財務会計上の意義を明らかにした｡ つぎに会計主体の追求する目標は, 個別的農家所
得から会計学上の農業利益- と変化するものとした｡ さらに負債の財産性を認める物的二勘定学説に立っ
て, 勘定組織を統一的に理解し, 企業会計における出費と経営を分離した負債持分説は妥当しないことを




財務諸表の表示に特質のある点を強調している｡ 本論文は, 農業の財務会計特有の問題が, 増価増殖にあ





論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
農業共同経営の出資 ･経営成果 ･配分を制度的 ･客観的に明らかにする農業共同経営の財務会計の確立
は, 農業計算上の新しく, かつ緊急の課題である｡








本論文は, 農業共同経営の財務会計に関する′理論を確立し, 農業計算学の進歩に寄与し, 農業共同経営
に貢献するところが大きい｡
よって本論文は, 農学博士の学位論文として価値あるものと認める｡
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